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I. 本資料の目的 

1. IASB は 2018 年 3 月 27 日に公表された公開草案「会計方針の変更」（IAS 第 8 号の修

正案）（コメント期限：2018 年 7月 27 日）（以下「本公開草案」という。）を公表して

おり、当委員会は 2018 年 7 月 27 日に本公開草案に対してコメント・レターを提出し

ている。 

2. 2019 年 4 月に開催される会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）会議では、本

公開草案に対するコメントへの対応について議論することが予定されており、特にア

ジェンダ決定により生じた会計方針の変更の遡及適用についてコストと便益を考慮

した新たな閾値を設ける提案に寄せられたコメントへの対応について議論すること

が予定されている。 

3. 本資料は、本公開草案に対して寄せられたコメントのうち、コストと便益を考慮した

新たな閾値を設ける提案に寄せられたコメントについてご紹介することを目的として

いる。（本資料第 18項以降） 

4. あわせて、2018 年 12 月に開催された IASB ボード会議における決定事項についてもご

紹介する。（本資料第 12項から第17項） 

 

II. 本公開草案の概要及び当委員会からのコメント・レターの概要 

本公開草案の概要1 

5. 企業が会計方針の任意の変更を行う一般的な理由の一つに、IFRS 解釈指針委員会

（IFRS-IC）が公表するアジェンダ決定に含まれる説明資料の反映が挙げられる。ア

ジェンダ決定に説明資料を含める目的は、IFRS 基準の適用における首尾一貫性を促

進することにあるが、アジェンダ決定には強制力はなく、従って、アジェンダ決定に

より生じる会計方針の変更は IFRS 基準で要求されたものではない。 

6. そのため、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更は会計方針の任意の変更とな

り、現行の IAS 第 8 号第 23 項に従えば、実務上不可能である場合を除き遡及適用す

                            
1 本公開草案の詳細な内容については、別紙 1 に記載している。 
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ることが必要となるため、状況によっては変更を行うことが困難な場合がある。 

7. IASB は、アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更を促進するため、変更の

遡及適用の閾値を下げるように IAS 第 8 号の修正を提案した。提案している閾値に

は、新しい会計方針を遡及適用することで期待される財務諸表利用者への便益と、企

業が遡及適用の影響を算定することのコストの考慮が含まれる。 

 

（本公開草案の提案） 

8. 本公開草案では、アジェンダ決定により生じた会計方針の変更について、次の提案が

なされている。 

(1) IAS 第 8号において「アジェンダ決定」を定義すること 

(2) アジェンダ決定により生じた会計方針の変更については、実務上不可能である範

囲に加えて、企業にとっての当該変更の期間固有の影響又は累積的影響のいずれ

かの算定のコストが、利用者への便益を上回る範囲についても、遡及適用の範囲

から除くこと。 

 

（IASB が検討したその他の事項（検討の結果、修正を提案しなかった項目）） 

9. IASB は、本公開草案の提案にあたり、次の事項について検討を行ったが、IAS 第 8号

の修正を提案しないこととした。 

(1) アジェンダ決定により生じる変更が誤謬の訂正なのか、任意の会計方針の変更な

のか、会計上の見積りの変更なのかを判定する助けとするためのガイダンスを提

供すること 

(2) アジェンダ決定により生じる会計方針の変更の適用時期に関するガイダンスを

提供すること（ただし、結論の背景において、企業がアジェンダ決定により生じ

る会計方針の変更を当該アジェンダ決定の公表後直ちに適用することを期待す

るのは一般的には不合理であろうとの記載を行い、IASB の見解を示すこととし

た） 
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当委員会からのコメント・レターの概要2 

10. 本公開草案に対して当委員会からコメント・レターを提出しており、次の点について

コメントを行った。 

(1) IASB が、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更について、実務上生じてい

る問題の解決に向けた取組みを行うことを支持すること 

(2) 我々は、アジェンダ決定による会計方針の変更に問題が生じている根本的な原因

は、アジェンダ決定の曖昧な位置づけにあると考えており、本来的には IAS 第 8

号の修正ではなく、アジェンダ決定等の規範性のない文書の位置づけを再検討す

ることにより解決すべきと考えていること 

11. また、仮にアジェンダ決定の位置づけの再検討を行わずに IAS 第 8 号の修正を進める

場合でも、次の点について検討することを求めるコメントを行っている。 

(1) 提案された新たな閾値であるコストと便益を考慮した閾値には、(a)コストと便

益の比較が困難である、(b)当該評価は個々の企業毎に行うことは適切ではない

と考えられるなど、その運用について実務上の問題があると考えている。アジェ

ンダ決定により生じる会計方針の変更について実務上の便法として特別な取扱

いを認めるのであれば、個々のアジェンダ決定毎に IFRS 基準の経過措置に準じ

た取扱いを定めても良いのではないか。 

(2) アジェンダ決定の適用時期の問題に対処するため、個々のアジェンダ決定毎に

IFRS 基準の適用時期に準じた取扱いを定めても良いのではないか。 

 

III. 本公開草案に寄せられたコメント及びその対応 

2018 年 12 月に開催された IASB ボード会議の概要 

12. 本公開草案に対して寄せられたコメントのうち、一部のコメントはアジェンダ決定の

位置づけ等、デュー・プロセス・ハンドブックに関連する事項が含まれている。DPOC

（the Due Process Oversight Committee）は、デュー・プロセス・ハンドブックの

レビューを実施しており、本公開草案に寄せられたコメントに対するボードの見解を

2019 年 1月に開催される DPOC に報告するため、2018 年 12 月に開催された IASB ボー

                            
2 当委員会から送付したコメント・レターの詳細については、別紙 4 に記載している。 
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ド会議では主に次の 2点に関して議論が行われた。 

(1) アジェンダ決定の位置づけと役割 

(2) アジェンダ決定により生じた会計方針の変更の適用時期 

13. その他、本公開草案の主要な提案である、IAS 第 8 号を修正し、アジェンダ決定によ

り生じた会計方針の変更の遡及適用についてコストと便益を考慮した新たな閾値を

設ける提案に寄せられたコメントについても概要が紹介されたが、2018 年 12 月のボ

ード会議ではそれらのコメントに対する対応について IASB ボードは特段の意思決定

は求められていない。IAS 第 8 号の修正案は、現行のアジェンダ決定の位置づけやデ

ュー・プロセスを前提としていることから、まずはデュー・プロセス・ハンドブック

の見直しに影響し得る論点を先行して議論することが有用と考えられるためである。 

14. 2018 年 12 月に開催された IASB ボード会議における IASB スタッフの提案は次のとお

りである。 

(1) アジェンダ決定による会計方針の変更の適用時期に対処するためのIAS第 8号の

修正は行わない。 

(2) 本公開草案に対するフィードバックに対する IASB ボードの見解として、次の事

項を DPOC に提案する。 

(a) アジェンダ決定に対するデュー・プロセスは変更しないこと 

(b) 次の点についてデュー・プロセス・ハンドブックの見直しを提案する 

  (i) 以下を明記する 

        ・アジェンダ決定に説明資料を含む目的は IFRS 基準の適用における一

貫性を改善することにあること 

・アジェンダ決定に含まれた説明資料は、IFRS 基準における要求事項

を何ら変えるものではないこと。それよりも、説明資料は、要望書に

記載された質問、取引又はファクトパターンに対して、IFRS 基準の原

則及び要求事項をどのように適用するのかを説明するものであるこ

と。 

      (ii) 説明資料を含むアジェンダ決定と、その他のアジェンダ決定を区別す

る。これは、説明資料を含むアジェンダ決定を ”Agenda Decisions-
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Explanatory”（又はその他の適切なタイトル）として参照させることに

よって実行することができる。 

(iii) アジェンダ決定による会計方針の変更を行うための十分な準備期間

が企業に認められていることを説明する。 

15. 2018 年 12 月の IASB ボード会議の結果、IASB ボードは、IFRS 解釈指針委員会が公表

したアジェンダ決定から生じる会計方針の変更を企業がいつ適用するのかを定める

ように IAS 第 8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」を修正することはし

ないと暫定的に決定した。 

16. また、IAS 第 8 号の修正案の他の論点については、今後の会議で継続して議論するこ

ととされている。 

17. なお、第 14 項(2)に記載した DPOC に対する報告事項については、ほぼスタッフの提

案どおりの内容（第 14項(2)(b)(ii)以外の内容）が、2019 年 1月に開催された DPOC

にて報告されている。 

今後の IASB ボード会議において議論される予定のフィードバック 

18. 次項以降では、本資料第 13 項に記載したとおり、今後の IASB ボード会議で議論され

る予定である、コストと便益を考慮した新たな閾値を設ける提案に対するフィードバ

ックサマリーの概要3をご紹介する。なお、ご参考のために、ASBJ のコメント趣旨と

同様のものを黄色ハイライトしている。 

 

（全般的なコメント） 

19. 本公開草案の提案に対するコメント提出者の見解は様々であり、本公開草案の提案に

賛成するコメント、反対するコメント、本公開草案の提案の適用範囲を見直すのであ

れば賛成するとするコメントがあった。 

20. 本公開草案の提案に賛成するコメント提出者の主なコメント理由は次のとおりであ

った。 

(1) アジェンダ決定により生じた会計方針の変更について、企業の負担や、企業が直

面する課題の一部を解決することにつながり、IFRS 基準の適用における一貫性の

                            
3 なお、2018 年 12 月の IASB ボード会議資料では、コメントに対する IASB スタッフの分析及び見

解は示されていないため、コメント概要のみご紹介する。 
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向上につながる。 

(2) アジェンダ決定に含められた説明資料と、企業の会計方針を一致させるための実

用的な方法である。 

21. 本公開草案の提案に反対したコメント提出者、又は、適用範囲を見直すべきとしたコ

メント提出者の主なコメント理由は次のとおりであった。 

(1) 問題の根本的な原因（アジェンダ決定の位置づけ、適用時期など、2018 年 12 月

の IASB ボード会議で議論された論点）への対処となっていない。（ASBJ） 

(2) 既存の IAS 第 8号の要件は十分であるため、IAS 第 8 号の修正は不要。 

・既存の IAS 第 8号で定められている実務上不可能の閾値で十分であり、それ以

上の免除規定は不要である。 

・企業は遡及適用の要否を検討する際に、実務上不可能の閾値や、一般的な重要

性を考慮する際に、既にコストや便益についても考慮している。 

(3) 提案された方法では、企業毎に遡及適用を行うかどうかの結果がバラつき、財務

諸表利用者にとって意図しない結果をもたらす可能性がある。 

 

（個別論点に対するコメント） 

22. 本公開草案の提案の具体的な取扱いについても懸念するコメントが寄せられており、

識別された主な論点は次のとおりであった。 

(1) 本公開草案の提案の範囲（事務局注：提案された閾値が適用される対象を、「アジ

ェンダ決定により生じた会計方針の変更」とすること） 

(2) 提案された閾値の適用 

(3) アジェンダ決定による変更の性質を決定（事務局注：誤謬、見積りの変更、会計

方針の変更のいずれに該当するか）する助けとなるガイダンスを提供しないこと 

本公開草案の提案の範囲 

23. 本公開草案の提案の適用範囲については、少数のコメント提出者が同意したものの、

多くのコメント提出者は反対または懸念を示した。反対又は懸念を示したコメント提

出者は、提案された閾値が適用される範囲を、すべての会計方針の任意の変更に拡大

することを提案している。さらに、ごく一部のコメント提出者は、誤謬の訂正まで範



  審議事項(2)-4 

 

7 

囲を広げるべきとしている。 

24. IASB ボードに対して、本公開草案の提案の範囲をすべての会計方針の任意の変更に

拡大するコメント提出者の主な主張は次のとおりである。 

(1) 会計方針の任意の変更を、異なる二つのタイプに区別する根拠がない。（ASBJ） 

(2) 本公開草案に記載された理論的根拠4に同意しない。 

(3) 本公開草案の提案は、アジェンダ決定の格上げにつながる。（ASBJ。規範性のない

他の文書も含め、位置づけを再検討すべきとしてコメントしている。） 

(4) 本公開草案の提案は、実務上の困難さがある。例えば次のような状況でアジェン

ダ決定の公表後に企業が会計方針を変更した場合、アジェンダ決定による会計方

針の変更か、そうではない会計方針の任意の変更かの判断が難しい。 

・アジェンダ決定に記載されたファクトパターンと類似しているが、完全には一

致していない場合 

・アジェンダ決定の公表から長期間経過後に、企業が会計方針を変更した場合 

(5) 現行の IAS 第 8号の実務上不可能の閾値を見直すべきである。 

提案された閾値の適用 

25. 少数のコメント提出者は、提案されたコストと便益を考慮した閾値について、(a)企

業は従前からそのような評価を行っており、(b)提案されたガイダンスを踏まえ実務

で適用可能な提案であるとして、本公開草案の提案に同意した。 

                            
4 本公開草案 BC8 抜粋 

しかし、当審議会は、提案している閾値の適用をアジェンダ決定から生じる会計方針の任意の変更

に限定することを提案している。理由は次のとおりである。 

(a) 提案している閾値は、すべての任意の変更に適用するとした場合よりも、会計方針の変更の中

のより小さな既知の母集団に適用されることになる。新たな閾値をより幅広い母集団に適用す

ると、会計方針の任意の変更（アジェンダ決定により生じるもの以外）が頻繁に生じるとした

場合に、例えば、企業間の比較可能性の喪失や財務諸表利用者のための情報の喪失が生じるお

それがある。 

(b) アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更と他の任意の変更との間に作り出される

区別は、アジェンダ決定の開発及び公表のプロセスを考えれば、恣意的ではないであろう。 
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26. 一方で、多くのコメント提出者から懸念が示された。これらのコメント提出者からは、

提案された閾値の適用は(a)困難でコストがかかる、(b)監査が困難であり、実行可能

性に問題があるとのコメントがあった。特に、期待される便益の評価は主観的なもの

であり、企業に対して重大な判断を求めることにつながる。そのため、IASB ボードが

想定している程、提案された閾値は使用されない可能性があるとのコメントがあった。 

27. コメント提出者の主な主張は次のとおりである。 

(1) 次に示すような、実務上の課題がある。 

・本公開草案の提案では、便益がコストを上回る範囲で（上回る範囲の過去の期

間について）遡及適用を行えば良いとされているが、どの時点まで遡るべきか

を決定するのは困難である。 

・企業はコストを定量化できるかもしれないが、予想される便益の評価は一般的

に定性的なものであり、両者の比較は困難である。本公開草案では便益のガイ

ダンス、コストのガイダンスは提供されたが、どのように両者を比較すべきか

について示されていない。（ASBJ） 

・本公開草案で提案された閾値の評価をどの時点で行うべきかが示されていな

い。アジェンダ決定の公表直後のコストの評価と、十分な準備期間を見込んだ

上でのコストの評価は結果が異なる可能性がある。 

・本公開草案では、予想される便益を評価する際の考慮事項として、変更の大き

さ（本公開草案 A8 項(b)）、変更が趨勢情報に与える影響（本公開草案 A8 項

(d)）が示されているが、状況によっては、これらを評価すること自体が企業

に多大なコストを生じさせる可能性がある。 

(2) 企業が提案されて閾値を適用する際の助けとなるよう、設例又はステップ・バイ・

ステップのガイダンスを設けるべきである。 

(3) コストと便益の評価は IASB ボードが行うべきであり、各企業に求めるべきでは

ない（ASBJ） 

アジェンダ決定による変更の性質を決定する助けとなるガイダンス5 

28. 本公開草案の検討の過程で、IASB ボードはアジェンダ決定により生じた変更が誤謬

                            
5 本件については、ASBJ から特段のコメントは行っていない。 
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の訂正なのか、任意の会計方針の変更なのか、会計上の見積りの変更なのかを判定す

る助けとするためのガイダンスを提供すべきかについて検討を行ったが、既存の IAS

第 8 号はこれらを判断するための十分な基礎を提供しているとして、ガイダンスの開

発は行わないこととしている。 

29. 一部のコメント提出者は、IASB ボードの見解に懸念を示しており、主に次の内容のコ

メントが寄せられた。 

(1) 変更の性質の相違の重要性が増したことを考慮すべきである。本公開草案の提案

により、アジェンダ決定により生じた会計方針の変更と、誤謬の訂正の取扱いが

相違することとなる（従前の取扱いであれば、会計方針の変更も誤謬の訂正も、

いずれも実務上不可能の閾値で遡及要否を判断するが、公開草案の提案では、会

計方針の変更であればコストと便益の閾値も適用されることとなる）ため、両者

を区別するための判断基準の重要性も増すことから、IASB ボードはガイダンスの

提供を再考すべきである。 

(2) 少数のコメント提出者は、アジェンダ決定による変更は、すべて誤謬の訂正と解

すべきと述べた。アジェンダ決定は、IFRS 基準の要求事項になんら影響を与える

ものではなく、企業が既存の要求事項をどのように適用すべきかを確認するもの

に過ぎないからである。 

一方で、アジェンダ決定は規範性がないため、アジェンダ決定は誤謬の訂正を生

じさせることはあり得ないと述べたコメント提出者もいた。当該コメント提出者

の一部は、本公開草案の提案に含まれている、「アジェンダ決定により、（中略）

又は過年度の誤謬の訂正が生じる場合がある」とする記述から、誤謬の訂正を削

除し、アジェンダ決定の規範性が無いという位置づけを強調すべきと提案してい

る。 

ディスカッション・ポイント 

本資料の説明内容について、ご質問やご意見があればいただきたい。 
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（別紙 1） 

 

本公開草案の概要（2018 年 7 月 26 日開催の第 388 回企業会計基準委

員会資料の抜粋） 

背景 

1. IAS 第 8 号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」を適用する場合、企業が会

計方針を変更するのは、その変更が IFRS 基準で要求されているか又は財務諸表の利

用者に提供される情報の有用性の改善となる場合のみである。 

2. 企業が会計方針の任意の変更を行う一般的な理由の一つに、IFRS 解釈指針委員会

（IFRS-IC）が公表するアジェンダ決定に含まれる説明資料の反映が挙げられる。ア

ジェンダ決定に説明資料を含める目的は、IFRS 基準の適用における首尾一貫性を促

進することにあるが、アジェンダ決定には強制力はなく、従って、アジェンダ決定に

より生じる会計方針の変更は IFRS 基準で要求されたものではない。 

3. そのため、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更は会計方針の任意の変更とな

り、実務上不可能である場合を除き遡及適用することが必要となるため、状況によっ

ては変更を行うことが困難な場合がある。 

4. IASB は、アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更を促進するため、変更の

遡及適用の閾値を下げるように IAS 第 8 号の修正を提案した。提案している閾値に

は、新しい会計方針を遡及適用することで期待される財務諸表利用者への便益と、企

業が遡及適用の影響を算定することのコストの考慮が含まれる。 

 

提案の概要及びその理由 

5. 事項以降では、本公開草案において提案された主な内容及びその理由について、次の

項目に分けて記載している。 

(1) アジェンダ決定により生じた会計方針の変更（本資料第 6項から第 11 項） 

(2) 提案された閾値（本資料第 12 項から第 22 項） 

(3) IASB が検討したその他の事項（検討の結果、修正を提案しなかった項目） 

(a) アジェンダ決定により生じる変更の適用（本資料第 23項から第 25項） 

(b) アジェンダ決定により生じる変更の適用の時期（本資料第26項から第29項） 
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(4) 経過措置及び発効日（本資料第 30項から第 31項） 

 

（アジェンダ決定により生じた会計方針の変更） 

アジェンダ決定により生じた会計方針の変更に関する提案内容 

6. 本公開草案では、アジェンダ決定により生じた会計方針の変更について、次の提案が

なされている6。 

(1) IAS 第 8 号においてアジェンダ決定を定義した上で、アジェンダ決定により生じ

た会計方針の変更について、実務上不可能である範囲に加えて、企業にとっての

当該変更の期間固有の影響又は累積的影響のいずれかの算定のコストが、利用者

への便益を上回る範囲についても、遡及適用の範囲から除くこと。 

(2) 企業にとっての当該変更の期間固有の影響又は累積的影響のいずれかの算定コ

ストが、利用者への予想される便益を上回る範囲については、次のとおり取り扱

うこと。（事務局補足：実務上不可能な範囲の取扱いに準じた取扱いが提案されて

いる） 

(a) 比較情報について会計方針を変更する場合の期間固有の影響の算定コスト

が予想される便益を上回る場合、予想される便益が算定コストを上回る最も

古い期間の期首の資産や負債の帳簿価額に対し新しい会計方針を適用し、当

該期間について影響を受ける資本の各内訳項目の期首残高に対し、対応する

修正を行う。 

(b) 新しい会計方針をすべての過去の期間に適用することの累積的影響の算定

コストが予想される便益を上回る場合、予想される便益が算定コストを上回

る最も古い日から将来に向かって新しい会計方針を適用する。 

アジェンダ決定により生じた会計方針の変更に関する提案の理由 

7. IFRS-IC は、基準の適用における首尾一貫性の増大を促進するために、アジェンダ決

定に説明資料を含めている。そのため、企業は、その説明資料を反映するために会計

方針を変更するか又は変更することを期待される可能性がある。しかしながら、アジ

ェンダ決定には強制力がないので、アジェンダ決定により生じる変更は IFRS 基準に

よって要求される変更ではない。 

                            
6 本公開草案の提案のうち、関連する部分の抜粋を別紙 2に記載している。 
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8. アジェンダ決定には強制力がないため、IASB も IFRS-IC も、アジェンダ決定により生

じる会計方針の変更についての経過措置を定めていない。これは、次の理由により、

状況によっては問題を生じる可能性がある。 

(1) 会計方針の任意の変更の遡及適用による財務諸表利用者への予想される便益が、

企業にとっての当該変更の影響の算定のコストを上回らない可能性がある（変更

により財務諸表が全体としてより有用な情報を提供することとなる可能性があ

るとしても）。 

(2) アジェンダ決定の中の説明資料は、公表時に直ちに発効していると見られる可能

性がある。IFRS-IC はすでに発効している IFRS 基準の適用を扱うことが多いから

である。しかし、企業は遡及適用の影響を算定するために必要な情報を入手する

ことに困難を感じる場合がある（特に、企業の期中報告日又は年次報告日がアジ

ェンダ決定の公表日に近い場合）。 

9. 前項に述べた問題点により、企業が、会計方針の変更を行うことや、IFRS-IC に検討

を求めるための質問を提出することを思いとどまる可能性がある。さらに、IFRS-IC

が、IFRS 基準における諸原則及び要求事項の見直しのためではなく、移行に関する懸

念だけのために、基準設定を行うことを提言することがあり得る。 

10. IASB は、本資料第 8 エラー! 参照元が見つかりません。項に示した問題点の主要な

原因の 1つが、IAS 第 8号が遡及適用以外の方法に実務上不可能7という高い閾値を設

定していることであると考えた。IASB 又は IFRS-IC が新しい要求事項を開発する際

には、経過措置について検討し、主としてコストと便益の理由により、遡及適用の一

部の局面について企業に救済措置を提供することが多いが、この同じ救済措置が、会

計方針を任意に変更する企業には利用できない。 

11. IASB は、アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更について、実務上不可能

の閾値を企業固有のコストと便益の考慮に基づく閾値に引き下げることは、企業が財

務諸表利用者に提供される情報の有用性を改善する会計方針の任意の変更を行うこ

とを容易にする可能性があり、また、IFRS-IC がアジェンダ決定に説明資料を含める

際の目的に沿って、IFRS 基準の適用における首尾一貫性を促進することにもつなが

ると考え、本公開草案の提案を行った。 

                            
7 IAS 第 8 号第 5 項 抜粋 

企業がある要求事項を適用するためにあらゆる合理的な努力を払った後にも、適用することがで

きない場合には、その要求事項の適用は実務上不可能である。 
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（提案された閾値） 

閾値に関する提案内容 

12. 本資料第 6項に記載のとおり、本公開草案では、アジェンダ決定により生じる会計方

針の変更に関する遡及適用に関して、利用者への予想される便益と企業にとっての遡

及適用の影響の算定のコストを考慮する閾値が提案されており、提案された閾値に関

するガイダンスが示されている8。 

13. 利用者への予想される便益に関するガイダンスとして、本公開草案 A8 項では、企業

は、新しい会計方針を遡及適用することによって提供される情報がなかったとすれば、

企業の財務諸表に基づいて利用者が行う意思決定にどのように影響を与える可能性

があるのかを検討することとされている。その際の考慮要因として、次のものが例示

されている。 

(1) 変更の性質 ― 会計方針の変更の影響がその性質により重大であればあるほど、

利用者の意思決定が、企業が当該変更を遡及適用しないことによって影響を受け

る可能性が大きくなる。 

(2) 変更の大きさ ― 企業の財政状態、財務業績又はキャッシュ･フローの報告に対

して会計方針の変更の影響が重大であればあるほど、利用者の意思決定が、企業

が当該変更を遡及適用しないことによって影響を受ける可能性が大きくなる。 

(3) 財務諸表全体にわたる変更の広がり ― 企業の財務諸表全体にわたっての会計

方針の影響の広がりが大きいほど、利用者の意思決定が、企業が当該変更を遡及

適用しないことによって影響を受ける可能性が大きくなる。 

(4) 変更が趨勢情報に与える影響 ― 会計方針の変更が趨勢分析に使用される情報

に与える影響が重大であればあるほど、利用者の意思決定が、企業が当該変更を

遡及適用しないことによって影響を受ける可能性が大きくなる。 

(5) 遡及適用からの乖離の程度 ― 遡及適用からの企業の乖離が大きいほど、利用者

の意思決定が、企業が当該変更を遡及適用しないことによって影響を受ける可能

性が大きくなる。 

14. 企業にとっての遡及適用の影響の算定コストのガイダンスとして、本公開草案 A9 項

                            
8 本公開草案の提案のうち、関連する部分の抜粋を別紙 3に記載している。 
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及び A10 項では、企業は、変更の期間固有の影響又は累積的影響を算定するために生

じると合理的に予想する追加的なコスト及び行うと合理的に予想する追加的な労力

を考慮することとされており、すでに生じたコストを上回るコスト及びすでに行った

労力を上回る労力を考慮することとされている。その際の考慮要因として、次のもの

が例示されている。 

(1) 新しい会計方針を遡及適用すること、及び／又は過年度情報を修正再表示するこ

とのために必要な情報が、過大なコスト及び労力を掛けずに合理的に入手可能か

どうか。新しい会計方針を遡及適用するために必要な情報を企業がすでに有して

いるか又は多大な追加的なコスト及び労力を掛けずに入手若しくは作成できる

場合には、利用者への予想される遡及適用の便益は、企業にとっての変更の影響

の算定のコストを上回る可能性が高い。 

(2) 遡及適用からの乖離の程度。遡及適用からの企業の乖離の程度が大きいほど、企

業にとっての遡及適用の影響の算定のコストが変更の遡及適用による利用者へ

の予想される便益を上回るかどうかを評価するために企業が行わなければなら

ない分析の範囲が大きくなる。 

15. なお、本公開草案では、予想される便益が算定コストを上回るかどうかの評価につい

ては、本公開草案 A7 項において、「企業は、利用者への予想される便益が企業にとっ

ての変更の影響の算定のコストを上回るかどうかを評価する際に、判断を適用する。

企業はこの評価を、すべての関連性のある事実及び状況を考慮して行う（A8 項から

A10 項）。」とされている。 

閾値に関する提案の理由－提案している閾値の適用範囲 

16. IASB は、提案している閾値をすべての会計方針の任意の変更に適用すべきか、アジェ

ンダ決定により生じる変更のみに適用すべきかを検討した。 

17. 一部の IASB ボードメンバーは次の理由から、提案している閾値をすべての会計方針

の任意の変更に適用することを提案した。 

(1) 提案している閾値をすべての会計方針の任意の変更に適用することにより、企業

が財務諸表利用者に提供される情報の有用性を改善する会計方針を自発的に適

用することが容易になる。 

(2) 提案している閾値の適用をアジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更

のみに狭めると、アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更と、他の会
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計方針の任意の変更との間に、恣意的な区別と見られるであろうものを作り出す

可能性がある。 

(3) 提案している閾値の適用をアジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更

のみに狭めると、アジェンダ決定に権威ある位置づけを与えたものと見られる可

能性がある。 

18. しかしながら、IASB は次の理由から、提案している閾値をアジェンダ決定により生じ

る会計方針の任意の変更に限定して適用することを提案した。 

(1) 提案している閾値をすべての会計方針の任意の変更に広げて適用する場合、企業

間の比較可能性の喪失や財務諸表利用者のための情報の喪失が生じるおそれが

ある。 

(2) アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更と他の任意の変更との間に

作り出される区別は、アジェンダ決定の開発及び公表のプロセスを考えれば、恣

意的ではないと考えられる。 

(3) 今回の提案は、アジェンダ決定の強制力のない位置付けを変更することにはなら

ない。むしろ、単にアジェンダ決定を会計方針の任意の変更の源泉として識別す

ることになると考えられる。 

閾値に関する提案の理由－提案している閾値の内容 

19. IASB は、新たな閾値について、企業にとっての遡及適用の影響の算定のコストのみの

考慮を含めるべきか、それとも、財務諸表利用者への予想される便益の考慮も含める

べきかを検討した。一部の IASB ボードメンバーは、企業が予想される便益を利用者

の視点から評価することがどのくらい実務的となり得るのかについて、疑問を抱いて

いた。これらの IASB ボードメンバーは、一般的に、新しい要求事項の遡及適用の免

除を設ける場合には、予想される便益とコストを評価するのは、企業自身ではなく、

IASB 又は IFRS-IC であると指摘した。 

20. IASB は、次の理由から、財務諸表利用者への予想される便益の考慮を、企業にとって

のコストとともに含めることを提案している。 

(1) 近年公表された IFRS 基準又は修正された IFRS 基準のほとんどすべてにおいて、

遡及適用の免除を設けるかどうかの検討の際の主な考慮事項は財務諸表利用者

への予想される便益であった。したがって、IASB は、利用者への予想される便益

を考慮することを新たな閾値の一部とすべきであると決定した。 
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(2) 予想される便益とコストを評価することを企業に要求するのは、全く新しいこと

ではない。他の IFRS 基準がすでに便益とコスト又は他の類似した閾値に基づく

要求事項を含んでいる。例えば、予想信用損失減損モデルを適用するにあたり、

IFRS 第 9号「金融商品」は、過大なコストや労力を掛けずに利用可能なすべての

合理的で裏付け可能な情報を考慮することを企業に要求している。 

(3) 財務報告に関する意思決定を行う際に利用者の視点を考慮することは、企業にと

って新しいことではない。例えば、企業は重要性を評価する際に利用者の視点を

考慮する。 

(4) 財務諸表利用者への予想される便益と企業にとってのコストの評価は、具体的な

事実及び状況に応じた判断を必要とする。しかし、判断を適用することは、原則

ベースの枠組みの不可欠の一部であり、それ自体は、不整合な適用や不適切な会

計処理につながるものではない。 

21. 提案している閾値の適用により、アジェンダ決定により生じる任意の変更の一部が全

面的には遡及適用されない結果となり、財務諸表利用者のための情報のいくらかの喪

失となる可能性がある。したがって、IASB は次のことを決定した。 

(1) 企業が遡及適用から乖離するのは、影響の算定のコストが財務諸表利用者への予

想される便益を上回る範囲でのみとなる。企業は、遡及適用から乖離できる程度

を評価する際に、IAS 第 8 号の第 23 項から第 27 項における実務上不可能の閾値

に関しての枠組みと同様の枠組みを適用することになる。 

(2) 財務諸表利用者への予想される便益と企業にとってのコストを評価するために

要求される判断を企業が適用するのを支援するための枠組みを提供することが

重要となる。したがって、IASB は、予想される便益とコストに関する適用指針を

開発した。 

22. IASB は、企業が遡及適用の影響の算定のコストを評価する際に考慮するコストと労

力を記述するために「追加的な」という用語を使用している。これは、新たな閾値を

評価するにあたり、企業はすでに生じているコストやすでに行った労力を考慮すべき

ではないと結論を下したからである。この評価の焦点は、生じるか又は行うと企業が

予想する追加的なコスト及び労力に置かれており、これは遡及適用の影響を算定する

ために必要な情報を入手するために要求されるコストと労力の全体とは異なる可能

性がある。 
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（IASB が検討したその他の事項（検討の結果、修正を提案しなかった項目）） 

アジェンダ決定により生じる変更の適用 

23. IASB は、アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更のみに適用される修正

を提案するにあたり、アジェンダ決定により生じる変更が過年度の誤謬の訂正なのか、

任意の会計方針の変更なのか、会計上の見積りの変更なのかを判定する助けとするた

めのガイダンスを提供すべきかどうかを検討した。IASB は、IAS 第 8 号はアジェンダ

決定により生じる変更の性質を判定するための枠組みを提供しているので、修正は必

要ないと結論を下した。 

24. IASB は、アジェンダ決定の中の情報が、有用で情報価値がある説得力のある新情報を

提供する場合があることに留意した。IFRS-IC に提出された事項は、一般的に複雑な

性質のものであり、企業が異なる報告方法を適用する結果を生じさせている。IFRS-

IC は当該事項に関するリサーチ、分析及び議論を経て暫定的なアジェンダ決定を公

表し、それからアジェンダ決定を最終確定する前に、受け取ったコメントを検討する。

このプロセスは、それ以外では入手可能ではなく他の方法では入手していると合理的

に予想し得なかった情報を提供していることが多い。 

25. そのため、IASB は、過年度の誤謬の定義を修正することも、その定義の適用方法に関

する指針を提供することも提案していない。IASB は、アジェンダ決定により生じる変

更の性質を評価するのに判断を要する可能性があることは認識しているものの、IAS

第 8 号の要求事項はその判断を行うための適切な基礎を提供していると判断してい

る。また、IASB は、変更の性質が企業ごとに異なる可能性が高いため、アジェンダ決

定により生じるすべての変更を、誤謬の訂正、会計方針の任意の変更、又は会計上の

見積りの変更として性格付けることは、不適切であろうことにも留意した。 

アジェンダ決定により生じる変更の適用の時期 

26. アジェンダ決定の中の説明資料によって提供された新情報は、公表時に直ちに発効し

ているものと見られる可能性があり、企業は、状況によっては、この新情報を反映す

るために会計処理を変更することに困難を感じる可能性がある。そのため、IASB は、

企業がアジェンダ決定により生じる会計方針の変更をどの時点で適用するのかを扱

うかどうか、また、どのように扱うのかを検討した。IASB は、アジェンダ決定には強

制力がなく、それにより生じる会計方針の変更は IFRS 基準によって要求されている

変更ではないため、この問題を扱うための明らかな方法はないことに留意した。その

ため、IASB が任意の変更の時期を扱うことは困難である。 
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27. IASB は、アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更の適用を、翌事業年度

（すなわち、アジェンダ決定の公表後に開始する最初の事業年度）の期首からのみ要

求するように IAS 第 8号を修正することを検討した。一部の審議会メンバーはこのア

プローチを支持した。アジェンダ決定により生じる会計方針の変更を導入するための

若干の時間を企業に与えることになるからである。しかし、このアプローチは、企業

がこのような変更を翌事業年度の前に適用することを妨げることにもなる。 

28. 前項に記載したアプローチの変型は、このような任意の変更の適用を翌事業年度の期

首までには要求するというものであり、変更の適用をアジェンダ決定の公表日から認

めることになる。しかし、このアプローチは、例えば、国内の規制により、変更を直

ちに適用することを期待される企業が直面する困難を解決しない可能性がある。 

29. IASB は、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更を企業がどの時点で適用する

のかを扱うように IAS 第 8 号を修正することは提案しないと決定した。その代わり

に、IASB は、結論の根拠において、このような変更の導入に関しての見解を、アジェ

ンダ決定により生じる変更を企業が適用するのを助ける手段として示すことを決定

した。当該決定を踏まえ、次の事項が結論の根拠に記載されている。 

BC22 当審議会は、当審議会が新しい要求事項を開発するか又は既存の要求事項を修正す

る際に、「デュー･プロセス・ハンドブック」が、IFRS 基準を適用する企業に新規又

は修正後の要求事項の準備をするための十分な時間があるかどうかを考慮すること

を要求していることに着目した。同様に、企業が会計方針を任意に変更する際には、

一般的に新しい方針の準備をするための十分な時間を持つように計画するであろ

う。したがって、当審議会の考えでは、企業はアジェンダ決定により生じる会計方

針の変更についても同様に準備のための十分な時間を与えられるべきである。変更

を導入するための「十分な時間」とはどのようなものなのかを決定することは、判

断が必要となり、変更の性質に左右される。しかし、当審議会の見解では、企業が

アジェンダ決定により生じる会計方針の変更を当該アジェンダ決定の公表後直ちに

適用することを期待するのは一般的には不合理であろう。例えば、具体的な事実及

び状況にもよるが、事業年度が 12 月 31 日に終了する企業に、当該年度の期中財務

報告書において、同年の 6 月に公表されたアジェンダ決定により生じる変更を適用

することを期待するのは一般的には不合理であろう。 

 

（経過措置及び発効日） 
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経過措置及び発効日に関する提案 

30. 本公開草案では、IAS 第 8 号の修正を、「公開後に決定する日付」以後の会計方針の変

更に適用しなければならないとする提案が行われている。 

経過措置の提案理由 

31. IASB は、企業が本公開草案の修正を、修正の発効日以後に行われる変更に適用するこ

とを提案している。IASB は、その日よりも前に行われた会計方針の変更の会計処理を

変更することを企業に認める理由も要求する理由もないと結論を下した。 

 

コメント提出者への質問内容 

32. 本公開草案では、次の 2点についてコメントを募集している。 

（質問 1） 

次の提案に同意するか。 

IASB は、IFRS-IC が公表したアジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更に

ついて、新しい閾値を導入するために IAS 第 8号を修正することを提案している。提

案している閾値には、新しい会計方針を遡及適用することで期待される財務諸表利用

者への便益と、企業が遡及適用の影響を算定することのコストの考慮が含まれる。 

（質問 2） 

IASB は、IFRS-IC が公表したアジェンダ決定により生じる会計方針の変更の適用

時期を扱うための IAS 第 8 号の修正はしないことを決定した。修正案に関する結論

の根拠の BC18 項から BC22 項は、この点に関しての IASB の検討事項を示している。 

BC18 項から BC22 項に示した説明が、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更を企

業が適用するのに役立つと考えるか。 
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（別紙 2） 

 

本公開草案の提案のうち、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更に関する

提案（削除する文言に取消線、新規の文言に下線を付している。） 

5 アジェンダ決定とは、特定の事項を基準設定アジェンダに追加しない論拠を説明する、

IFRS 解釈指針委員会が公表する決定をいう。 

アジェンダ決定により、会計方針の任意の変更、会計上の見積りの変更又は過年度の

誤謬の訂正が生じる場合がある。企業は、アジェンダ決定により生じる変更の性質及

び要求される会計処理を決定するために、本基準の要求事項を適用しなければならな

い。 

23  遡及適用が第19項(a)又は(b)により必要とされる場合には、会計方針の変更を遡及適

用しなければならない。ただし、次の範囲のものは除く。 

(a) 当該変更の期間固有の影響又は累積的影響を測定することが実務上不可能であ

る範囲は除く。 

(b) 会計方針の変更がアジェンダ決定により生じる場合には、企業にとっての当該

変更の期間固有の影響又は累積的影響のいずれかの算定のコストが、利用者への

便益を上回る範囲。A6項から A10項は、予想される便益とコストの評価に関する

指針を示している。 

25A  第23項(b)を適用して、表示する1期又は複数の過去の期間に係る比較情報に対する当

該期間固有の影響の算定の企業にとってのコストが、変更を遡及適用することによる

利用者への予想される便益を上回ると判断される場合がある。この状況においては、企

業は次のようにしなければならない。 

(a) 変更を遡及適用することによる利用者への予想される便益が企業にとっての変更

の影響の算定のコストを上回る最も古い期間の期首の資産や負債の帳簿価額に対

して新しい会計方針を適用する。 

(b) 当該期間について影響を受ける資本の各内訳項目の期首残高に対しそれに対応す

る修正を行う。 

25B  第23項(b)を適用して、当期の期首において、新しい会計方針をすべての過去の期間に

適用することの累積的影響の算定の企業にとってのコストが、変更を遡及適用すること
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による利用者への予想される便益を上回ると判断される場合がある。この状況において

は、企業は、変更を将来に向かって適用することによる利用者への予想される便益が企

業にとっての変更の影響の算定のコストを上回る最も古い日から将来に向かって新し

い会計方針を適用するように、比較情報を修正しなければならない。 

27A  第25B 項を適用する際に、企業は、資産、負債及び資本に対する累積的修正のうち、

変更を将来に向かって適用することの利用者への予想される便益が企業にとっての変

更の影響の算定のコストを上回る最も古い日の前に生じた部分を無視する。会計方針

の変更は、たとえ利用者への予想される便益が当該方針を過去の期間について将来に

向かって適用することの影響の算定の企業にとってのコストを上回らない場合であっ

ても、認められる。 
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（別紙 3） 

 

本公開草案の提案のうち、提案された閾値に関するガイダンス（新規に追加が提

案されたものであるが、読みやすさの便宜のために下線は付していない。） 

A6 アジェンダ決定により生じる会計方針の任意の変更については、企業は新しい会

計方針を、実務上可能な最も古い日から、又は、第 23 項(b)が適用される場合に

は、利用者への予想される便益が企業にとっての変更の影響の算定のコストを上

回る最も古い日から、比較情報に適用する。 

A7 企業は、利用者への予想される便益が企業にとっての変更の影響の算定のコスト

を上回るかどうかを評価する際に、判断を適用する。企業はこの評価を、すべて

の関連性のある事実及び状況を考慮して行う（A8 項から A10 項）。 

利用者への予想される便益 

A8 利用者への予想される便益の評価は、企業固有の考慮事項である。財務諸表の利

用者への予想される便益を評価する際に、企業は、新しい会計方針を遡及適用す

ることによって提供される情報がなかったとすれば、企業の財務諸表に基づいて

利用者が行う意思決定にどのように影響を与える可能性があるのかを検討する。

考慮すべき要因には次のものがあるが、これらに限定されない。 

(a) 変更の性質 ― 会計方針の変更の影響がその性質により重大であればある

ほど、利用者の意思決定が、企業が当該変更を遡及適用しないことによって

影響を受ける可能性が大きくなる。例えば、 

(i) 資産又は負債の当初認識又は認識の中止を生じさせるような新しい会

計方針の遡及適用からは、利用者がより多くの便益を得る可能性が高

い。資産又は負債の特定の原価ベースの測定の 1 つの側面のみに影響

を与えるような新しい会計方針の遡及適用からは、利用者が得る便益が

より少ない可能性が高い。 

(ii) 財務諸表に数期間にわたり報告される取引に影響を与える新しい会計

方針の遡及適用からは、利用者がより多くの便益を得る可能性が高い。 

(b) 変更の大きさ ― 企業の財政状態、財務業績又はキャッシュ･フローの報告

に対して会計方針の変更の影響が重大であればあるほど、利用者の意思決定
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が、企業が当該変更を遡及適用しないことによって影響を受ける可能性が大

きくなる。例えば、企業の負債の大きな増加を生じさせるような新しい会計

方針の遡及適用からは、企業の負債の小さな増加しか生じさせないような新

しい会計方針の遡及適用からよりも、利用者が多くの便益を得る可能性が高

い。 

(c) 財務諸表全体にわたる変更の広がり ― 企業の財務諸表全体にわたっての

会計方針の影響の広がりが大きいほど、利用者の意思決定が、企業が当該変

更を遡及適用しないことによって影響を受ける可能性が大きくなる。例え

ば、企業が従来は連結していなかった子会社を連結することとなるような新

しい会計方針の遡及適用からは、利用者がより多くの便益を得る可能性が高

い。これは財政状態計算書、純損益及びその他の包括利益計算書及びキャッ

シュ･フロー計算書に影響を与える可能性があるからである。資本の別々の

内訳項目の中で報告される金額のみに影響を与える新しい会計方針の遡及

適用からは、利用者が得る便益がより少ない可能性が高い。 

(d) 変更が趨勢情報に与える影響 ― 会計方針の変更が趨勢分析に使用される

情報に与える影響が重大であればあるほど、利用者の意思決定が、企業が当

該変更を遡及適用しないことによって影響を受ける可能性が大きくなる。例

えば、性質の類似した頻繁な又は計上的な取引に影響を与える新しい会計方

針の遡及適用からは、利用者がより多くの便益を得る可能性が高い。頻度が

低いか又は一回限りで発生する取引又は事象のみに影響を与える新しい会

計方針の遡及適用からは、利用者が得る便益がより少ない可能性が高い。 

(e) 遡及適用からの乖離の程度 ― 遡及適用からの企業の乖離が大きいほど、利

用者の意思決定が、企業が当該変更を遡及適用しないことによって影響を受

ける可能性が大きくなる。例えば、企業が新しい会計方針を将来に向かって

適用する（第 25B 項に記述）ことからは、企業が当期の利益剰余金期首残高

を修正するが表示する 1期又は複数の過去の期間に係る比較情報を修正再表

示しないことによって新しい方針を遡及適用する場合（第 25A 項に記述）よ

りも、利用者が得る便益が少ない可能性が高い。 

企業にとっての遡及適用の影響の算定のコスト 

A9 企業にとっての遡及適用の影響の算定のコストを評価する際に、企業は、変更の

期間固有の影響又は累積的影響を算定するために生じると合理的に予想する追
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加的なコスト及び行うと合理的に予想する追加的な労力を考慮するであろう。追

加的なコストとは、企業が変更の期間固有の影響又は累積的影響を算定するため

に必要な情報を得るために生じると合理的に予想している、すでに生じたコスト

を上回るコストである。同様に、追加的な労力とは、企業が変更の期間固有の影

響又は累積的影響を算定するために必要な情報を得るために行うと合理的に予

想している、すでに行った労力を上回る労力である。 

A10 この評価を行うにあたり、企業は特に次のことを考慮する。 

(a) 新しい会計方針を遡及適用すること、及び／又は過年度情報を修正再表示す

ることのために必要な情報が、過大なコスト及び労力を掛けずに合理的に入

手可能かどうか。新しい会計方針を遡及適用するために必要な情報を企業が

すでに有しているか又は多大な追加的なコスト及び労力を掛けずに入手若

しくは作成できる場合には、利用者への予想される遡及適用の便益は、企業

にとっての変更の影響の算定のコストを上回る可能性が高い。 

(b) 遡及適用からの乖離の程度。遡及適用からの企業の乖離の程度が大きいほ

ど、企業にとっての遡及適用の影響の算定のコストが変更の遡及適用による

利用者への予想される便益を上回るかどうかを評価するために企業が行わ

なければならない分析の範囲が大きくなる。 

例えば、企業は当初に、表示する 1 期又は複数の過去の期間に係る比較情報

に対する期間固有の影響の算定の企業にとってのコストが、変更の遡及適用

による利用者への予想される便益を上回るかどうかを評価する。コストが予

想される便益を上回る状況においては、企業は新しい会計方針を遡及適用す

るが比較情報の修正再表示はしないとした場合（第 25A 項に記述）のコスト

と便益を評価する。追加的な評価が要求されなくなる時点は、利用者への予

想される便益が企業にとってのコストを上回ると企業が結論を下す時点で

ある。 
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（別紙 4） 

 

2018 年 7月 27 日 

国際会計基準審議会 御中 

 

公開草案「会計方針の変更」（IAS第8号の修正案）に対するコメント 

 

1. 当委員会は、2018 年 3月に公表された国際会計基準審議会（IASB）の公開草案「会計

方針の変更」（IAS 第 8 号の修正案）（以下「本公開草案」という。）に対して我々

のコメントを提供する機会を歓迎する。 

2. 我々は、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更について、遡及適用により企業

に多大なコストが生じる懸念や、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更の適用

時期の問題など、IASB が現行の実務において生じている問題を認識し、その解決に向

けた取り組みを行うことを支持する。 

3. しかしながら、我々は、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更について問題が

生じている根本的な原因は、アジェンダ決定の「強制力のある要求事項を提供しない

が、有用で情報価値があり説得力のあるものと見るべきである」という曖昧な位置づ

けにあるものと考えている。そのため、問題の根本的な解決にはアジェンダ決定の位

置づけを再検討する必要があると考えている。 

4. そのための方法としては、(a)アジェンダ決定を強制力あるものとし、IFRS 基準と同

様に経過措置や発効日を伴う運用を行うか、(b)引き続きアジェンダ決定を強制力の

ないものとしつつ、アジェンダ決定を利用するかどうかを企業が任意で選択できるよ

うにするかの 2つの方法が考えられる。いずれの方法を採る場合であっても本来的に

は規範性のある文書を通じて IFRS 基準の適用の首尾一貫性を促進することを原則と

すべきと考える。 

(1) アジェンダ決定を強制力あるものとするためには、デュー・プロセス・ハンドブ

ックにおけるアジェンダ決定の位置づけを含め、抜本的な見直しが必要となり、

アジェンダ決定に求められるデュー・プロセスの見直し、IFRS に付属する設例や

結論の背景等の規範性のないものとの関係なども整理することが必要と考えら

れる。また、現在アジェンダ決定が必ずしも強制力のあるものとは受け止められ

ていない法域の関係者も含め、多くの関係者の理解を得る必要もある。 
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(2) アジェンダ決定を強制力のないものとし、アジェンダ決定を利用するかどうかを

企業が任意で選択できるようにするためには、一部の法域においてアジェンダ決

定が実質的に強制力あるものとして受け止められている現状を改善する必要が

ある。我々は、「IFRS に準拠して財務諸表を作成している」としながらも、各法

域の規制等を含めたところで実際に企業が従うべきものが異なる場合には、IFRS

を適用している企業間で財務諸表の比較可能性が低下するのではないかという

点を懸念している。規範性がないガイダンスの適用状況を IASB がコントロール

することが難しい場合には、実務にバラつきがあり、そのバラつきを抑制するた

めに IASB が解釈を示す必要があるような論点（当該論点に関するアジェンダ決

定を公表した場合、アジェンダ決定による会計方針の変更が多くの企業で生じる

可能性のあるような論点）については、原則としてアジェンダ決定のような規範

性のない文書ではなく、基準設定プロセスを通じて対処すべきと考える。 

5. 上述のとおり、我々は、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更に関する問題は、

本来的には IAS 第 8 号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」の修正ではなく、

アジェンダ決定を含め、IFRS に付属する設例や結論の背景などの他の規範性のない

文書の位置づけを再検討することを通じて解消すべき問題であると考えている。 

6. 一方で、アジェンダ決定を含む規範性のない文書の位置づけの再検討を行う場合には、

長期的な対応が必要となると考えられる。IASB が当面の対応として IAS 第 8 号の修

正を通じて現状の問題に対処する場合には、本公開草案について追加で検討を要する

事項があると考えており、その点については個々の質問に対する回答として別紙に記

載している。 

7. 我々のコメントが、IASB の審議に貢献することを期待している。ご質問があれば、ご

連絡いただきたい。 

 

小野 行雄 

企業会計基準委員会 委員長  
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コメント・レター別紙 

質問 1 

当審議会は、IFRS 解釈指針委員会が公表したアジェンダ決定により生じる会計方針

の任意の変更について、新しい閾値を導入するために IAS 第 8 号を修正することを

提案している。提案している閾値には、新しい会計方針を遡及適用することで期待

される財務諸表利用者への便益と、企業が遡及適用の影響を算定することのコスト

の考慮が含まれる。 

修正案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、修正案の中で賛成

又は反対する特定の側面があるか。提案する代替案があれば、理由とともに説明さ

れたい。 

1. 我々は、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更について、会計方針の変更の遡

及適用が企業に対する重い負担となっており、その解消に向けた取り組みを IASB が

行うことには同意する。しかしながら、会計方針のアジェンダ決定により生じる会計

方針の変更に便益とコストの閾値を導入するという提案には問題があるものと考え

ている。 

2. 具体的には、(a)新しい閾値の適用範囲、(b)便益とコストの閾値の実行可能性、(c)

個々の企業が便益とコストを評価することの運用コストの観点から、問題があるもの

と考えている。 

新しい閾値の適用範囲について 

3. 我々は、アジェンダ決定に規範性がないのであれば、それを IAS 第 8号で定義したう

えで IFRS の適用において特別な取り扱いを認めることは適切ではなく、本来的には

すべての会計方針の任意の変更に同一の閾値を適用すべきと考えている。 

4. また、アジェンダ決定以外にも IFRS に付属する設例や結論の背景などの規範性のな

い文書が他にもあるなか、アジェンダ決定のみに対して特別な取り扱いを認めること

についても疑問がある。 

5. それにもかかわらず、IASB が実務上の問題を解決するための便法として IAS 第 8 号

を修正するのであれば、その内容はすべての企業にとって容易に実行可能なものでな

ければならないと考えている。 

便益とコストの閾値の実行可能性について 
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6. 我々は、本公開草案では、便益に関するガイダンス及びコストに関するガイダンスは

示されたものの、便益とコストを比較するためのガイダンスが不十分であり、コスト

が便益を上回ることを企業が立証するのは困難と考えている。 

7. また、我々は、便益とコストを比較するための具体的なガイダンスがないことから、

本公開草案の提案を通じて、IASB が実務上不可能の閾値よりも低い閾値として便益

とコストの閾値を提案していることは理解できても、閾値をどの程度まで引き下げる

ことを意図しているのかが明らかではないと考えている。その結果、便益とコストの

閾値を適用した場合の遡及適用の要否の判断が企業毎にバラつくことを懸念してい

る。 

8. 我々は、これらの問題を解決するためには、本公開草案の A7 項に記載されているよ

うな「企業は、利用者への予想される便益が企業にとっての変更の影響の算定のコス

トを上回るかどうかを評価する際に、判断を適用する。企業はこの評価を、すべての

関連性のある事実及び状況を考慮して行う（A8項から A10 項）。」との記載では不十分

であり、IASB が便益とコストを比較するための、より具体的な判断規準を示す必要が

あると考えている。 

9. しかしながら、我々は、便益とコストの比較のための判断規準を作成することは困難

であると考えており、便益とコストの閾値については実務上の実行可能性に問題があ

るのではないかと考えている。 

個々の企業が便益とコストを評価することの運用コストについて 

10. 我々は、会計方針を変更した際に、その変更を遡及適用することによる利用者への予

想される便益と、企業が遡及適用の影響を算定するコストが、企業固有の要因によっ

て企業毎に異なることは承知している。 

11. 一方で、我々は、多くの場合、会計方針の変更を行った場合の遡及適用の有無による

利用者への予想される便益と、企業が遡及適用の影響を算定するコストは、企業固有

の要因よりも、会計方針の変更の対象となる論点の性質自体に影響される側面が大き

いと考えている。実際、新たな IFRS 基準を開発する際や、既存の IFRS を修正する場

合、新たな IFRS の要求事項が適用されることによる影響は個々の企業毎に異なるに

も関わらず、IASB はコストと便益の考慮を通じてすべての企業に対して一律に経過

措置を設けている。 
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12. このような状況を踏まえると、我々は、アジェンダ決定のように同一の事象に起因し

て多くの企業の会計方針に影響を生じさせるようなものについては、個々の企業にお

いて会計方針の変更に関する遡及適用の要否の評価を行うことは不効率である。 

13. また、遡及適用の要否の判断結果がバラつく場合には財務諸表の比較可能性も損なう

可能性があり、利用者が財務諸表を分析するにあたって調整を要することによる追加

的なコストなども生じさせる可能性がある。 

結論 

14. 我々は、IASB が、アジェンダ決定は IASB の考える望ましい IFRS 適用の方法を示唆す

るものであり、IFRS を適用する企業はそれに従うことが望ましいものと位置づけた

上で、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更について実務上の便法として特別

の取扱いを認めることが有用と考えるのであれば、次のような形で個々のアジェンダ

決定毎に取り扱いを定めることで、運用が容易で企業間の比較可能性も担保される結

果となるのではないかと考えている。 

(a) 個々のアジェンダ決定において、当該アジェンダ決定により会計方針を変更する

場合の遡及適用の要否に関する取扱い（IFRS 基準における経過措置に準じたも

の）を示す。 

(b) IAS 第 8 号第 23 項で定めるアジェンダ決定による会計方針の変更の場合の遡及

適用を要しない範囲について、本公開草案で修正が提案されている IAS 第 8 号第

23 項(b)のようなコストが便益を上回る範囲とするのではなく、個々のアジェン

ダ決定毎に当該アジェンダ決定で示された範囲とする。 

質問 2  

当審議会は、IFRS 解釈指針委員会が公表したアジェンダ決定により生じる会計方針

の変更の適用時期を扱うための IAS 第 8 号の修正はしないことを決定した。修正案

に関する結論の根拠の BC18 項から BC22 項は、この点に関しての当審議会の検討事

項を示している。 

BC18 項から BC22 項に示した説明が、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更

を企業が適用するのに役立つと考えるか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、

どのような提案をするか、また、その理由は何か。BC20 項に示した当審議会が検討

した代替案のいずれかを提案するか。提案する理由又は提案しない理由は何か。 
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15. 我々は、企業がアジェンダ決定により生じる会計方針の変更をアジェンダ決定の公表

後直ちに適用することを期待するのは一般的に不合理であろうとする IASB の見解に

は同意する。しかしながら、本公開草案の提案はアジェンダ決定により生じる会計方

針の変更の適用時期への対処として不十分であると考えている。 

16. IAS 第 8 号第 14 項(b)では「企業は、会計方針の変更が以下に該当する場合のみ、会

計方針を変更しなければならない。…(b)企業の財政状態、財務業績又はキャッシュ・

フローに対して取引その他の事象又は状況が及ぼす影響について、信頼性があり、よ

り目的適合性の高い情報を提供する財務諸表となる。」とされている。そのため、我々

は、企業がアジェンダ決定により生じる会計方針の変更を行うことにより、信頼性が

あり、より目的適合性の高い情報を提供する財務諸表となると考えているにも関わら

ず、当該企業がアジェンダ決定の公表後にアジェンダ決定により生じる会計方針の変

更を行わずに財務諸表を作成することが容認される根拠は乏しいのではないかと考

えている。 

17. 我々は、IAS 第 8 号第 14 項(b)をはじめとする IAS 第 8 号における会計方針の任意の

変更の要求事項は、アジェンダ決定のような外部要因により企業が会計方針の任意の

変更を行うこととなる状況を必ずしも想定したものとはなっていないため、上記のよ

うな問題が生じるものと考えている。アジェンダ決定により生じる会計方針の変更を

IAS 第 8 号で明示的に取り上げた上で、会計方針の任意の変更の枠組みで対処するの

であれば、それに応じた IAS 第 8号の既存の要求事項の見直しが必要であり、適用時

期の問題については IFRS 基準本文における要求事項で対処すべき問題であると考え

ている。 

18. 具体的には、次のような形で個々のアジェンダ決定毎に取扱いを定めることで、アジ

ェンダ決定を早期に適用したい企業と、一定の準備期間を望む企業のニーズを満たし

つつ、適用時期のバラつきを抑制することができるのではないかと考えている。 

(a) 個々のアジェンダ決定において、当該アジェンダ決定により会計方針を変更する

場合の変更の適用の時期に関する取扱い（IFRS 基準における発効日に準じたも

の）を示す。 

(b) IAS 第 8 号第 14 項(b)において、アジェンダ決定により生じる会計方針の変更の

場合には、アジェンダ決定で示された期間まで会計方針の変更を要しない旨を追

加的に定める。 

以 上  


